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69人の候補者から1人を選ぶのはかなり難しい（東京都杉並区の区議選）
4年に一度の統一地方選が終わった。選挙結果とは別に、今回の選挙を前に話題となったのは、東京都杉並区の選挙管理委員会が打ち出した「投票（ボート）マッチ」事業だった。有権者が自分の考えに近い候補者を探す手助けをするサービスのことだが、総務省から待ったがかかり、中止に追い込まれた。全国初の「官製ボートマッチ」はなぜ、挫折したのか。その意味を考える。（「日経グローカル」458号に詳報）

ボートマッチはvote（投票）とmatch（適合）を組み合わせた造語で、有権者が政策を重視して投票先を選ぶサービスのことだ。1980年代半ばにオランダで生まれ、欧米で広がった。日本では2007年の参院選から大手新聞社がサービスを始めた。当初は国政選挙だけだったが、最近では地方選でも導入されている。今回も神奈川県知事選などでメディアがサイトを開設した。

選挙の争点となる問題についてあらかじめ候補者に質問し、有権者がネット上で同じ質問に答えると自分の考えに近い候補者や政党を知ることができる。杉並区の場合、区政に関する20問を質問する予定だった。

区の施策をまとめた「実行計画」をもとに、区選管と区民も入った委員会が共同で質問をまとめた。区議選の説明会で立候補する人に回答を依頼し、特設サイトで有権者が同様の質問に答えると、考えが近い候補5人を表示する仕組みだった。

これに総務省が待ったをかけた。2月14日に全国の選挙管理委員会に対して、選管によるボートマッチ事業は「公職選挙法に抵触しかねない」という通知を出したのだ。

まず、法が規定する啓発周知活動の範囲を超え、公務員が禁止されている「選挙運動」になる可能性があると指摘。そのうえで、すべての候補者を平等に扱うことが難しいために「選挙後に争訟となり、選挙無効と判断されるおそれがある」という見解を示した。杉並区は国から「選挙無効」とまで指摘され、翌15日に事業中止を決めた。ちなみに総務省は民間主体のボートマッチ事業は認めている。

杉並区が新たな試みを計画したのは選挙への関心を高めてもらうためだった。19年の区議選の投票率は39.4%と低く、特に20歳代では20.3%にとどまった。「従来の啓発活動では限界がある」（区選管）と若い世代向けに企画したのが官製ボートマッチだった。

杉並区の問題意識は理解できるが、拙速だったと言わざるを得ないだろう。区選管が投票率の向上策を検討し始めたのは22年夏ごろだ。11月にボートマッチ事業の実施を決め、23年1月半ばに質問案をほぼ固めた。東京都選挙管理委員会と協議を始めたのも1月半ばになる。

都選管は当初、「直ちに公選法に抵触するものではない」という見解を示したというが、2月初めには都側から「違法性の懸念がある」と指摘されている。それでも区選管は突き進もうとした。初めての試みだから、あらかじめ質問案や配点方法などを公表し、意見を募る必要があったと思うが、そうした手続きもなかった。

区議会は自民を中心にボートマッチに強く反発。総務省が正式な見解を公表したのも自民の働きかけがあったためと言われている。

官製ボートマッチが中立性、公平性の面で問題を抱えているのは事実だろう。候補者の主張は極めて多様で、地方選といっても国政上の課題が争点になる場合も少なくない。公的機関が質問をつくると、争点を一方的に絞り込むことになりかねない。候補者すべてが協力してくれればいいが、そうなるとは限らない。

一方で、杉並の取り組みは東京23区の議員選が抱える問題に一石を投じたと思う。19年の統一地方選における議員選の投票率をみると、道府県は44%、政令指定都市は43.2%、一般市は45.5%なのに対して、23区は42.6%と最も低い。先ほどふれたように杉並区は39.4%だ。これは都市住民の地方行政に対する関心が低いことだけが理由ではないだろう。候補者が多すぎて1人を選べないのだ。

例えば、今回の杉並区議選では定数48に対して69人が立候補した。他の区の候補者もかなり多い。これはひとつの選挙区から複数の当選者が生まれる大選挙区制の弊害といえるが、23区はそれが際立っているのだ。

候補者の主張をいちいち確認するのは至難の業だし、政党で選ぼうと思っても自民系だけで16人もいた。となると、年齢や性別、経歴、選挙ポスターの印象などから決めることになりかねない。ボートマッチのサイトがあれば政策を軸に投票先を絞り込みやすくなるだろう。

間接民主主義（議会制民主主義）に民意をどう適切に反映するのか。これは地方自治が抱える大きな課題のひとつといえるのだろう。　
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